
日本のBto B型Eコマース市樹立、
2003年にlil68兆円規模に

昨年3月、通産省とアンダーセ

ン・コンサルテイングが共同で調

［図表l］圏内におけるBto B 
（~旧） 電子間取引の市場規模推移
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資料出所通産省、アンダーセン・コンサルティング

査した、「国内におけるBto B電子

商取引の市場規模推移」（図表1)

によると、 1998年のBto B型Eコ

マースの市場規模は、 9兆円に過

ぎなかった。しかし、日本におけ

るEピ立会ス元年ともいえる今年

は19兆円、さらに2003年には68兆

4，鵬億円にまで市場規模が拡大す

ると推測される。

また、「囲内におけるBto B商

品・サービスセグメント別電子商

取引市場規模推移」（図表2）で見

ると、 2003年のEコマースの業種

別市場規模は、電子・情報関連製

品21.0兆円、自動車・自動車部品

17.5兆円、建設10.5兆円、食品4.6

兆円、運輸・物流3.4兆円などと

予想される。

同調査によると電子・情報関連

製品業と自動車・自動車部品業

は、世界的な競争激化と再編が見

込まれ、大手企業を中心にEコマ

ースの導入が加速すると予測され

ている。

また、建設業でも、 CALS

(Continuous Acquisit悶 1and Life -

cycle Support）が実用化され、調

達から建設、運営面にまで関わる

世界的な統合型技術を、大手ゼネ

コン中心に導入する可能性が高

い。これは各工程での情報のやり

とりを円滑にし、世界的な標準技

術を使うのが特徴であり、これに

合わせてEコマースの導入が進展

すると予想される。

日本で、現在始まっているEコ

マースの90%以上は、電子関連や

自動車関連など大手メーカーの資

材調達である。これらの企業は、

系列企業などから資材を調達する

サプライ・チェーンでつながって

いたが、それを他業界に先行して

インターネットに切り替え、 Eコ

マースを利用した巨大なキ早織に変

貌しようとしているのだ。

［図表2］国内におけるBto B商品・サービスセグメント別電子商取引市場規模推移
（兆円）
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合計68.4兆円（11.2%)

鉄非鉄金属原材料2.5(3.9%)

産業用機器1.1(2.6%) 
建設10.5(9.0%)

繊維・家電・消費財3.3(5.3%)
食品4.6(6.3%)
運輸・物流3.4(12.0%)

紙・事務用晶1.5(8.0%)

電力ガス0.7(2.3%)

化学製昂2.2(3.5%)
自動車田自動車部品17.5(39.0%) 

電子・情報関連製品21.0(41.9%)

2003（年）

※電子・情報関連製品、自動車自動車部品｜立、世界的競争環境の激｛削こ伴l,＼、大手を中心lこ電子商取引の導入が進む
※運輸・物流は、各業種のサプライ・チェーン・マネジメントの普及に伴い電子商取引が普及する
※建翻草、GALSの実用化に伴い大手ゼネコンを中1C1iこ電子商取引の導入が進む 資料出所通産省、アンダーセン・コンサルティング



また、 Eコマースを成功に導く

ためには、事業展開のスピード

アップを図らなければならない。

それには、インターネット・ユ

ーザーを把握すると同時に、ア

クセス数を増加させ、サイバ

ー・スペース（ウェブ上の世界）

とリアル・ワールド（現実の世

界）の連携を図る必要がある。

インターネットを利用すると、

これまでのビジネスに要する時

間の流れは10倍速で進んでいるか

のように感じられる。これがい

わゆる“インターネット時間”

だ。また、 IT革命のスピードもこ

の時間の流れをさらに加速させ

ている。このような状況の中で

生き残るには、他社より早くア

イデイアを具現化する実行力と、

新技術に対応できる柔軟性が求

められることになるO

模規場市＝ヨ取商子電B
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B to B 日本 I559 566 578 589 601 61 3 
総販売金額 ！ 
（兆円） 米国 I783 799 81 5 832 848 865 
※1ドル＝120円で計算
※日米の産業関連表の最終需要＋中間需要より算出。ただし情報関連
サ ピス、運輸・物流サービス以外のサービス（医療、教育、遇晴等）
は除いてある。

資料出所通産省、アンダーセン・コンサルティング

購入企業にもた5す
Eコマースのメリット 企業レベルでの普及率は、

98年に80.0%を達成
Eコマースが購入企業にもたら

すメリットは、①製造および販 Eコマースという言葉は、最近

売企業とのやりとりに要するコ CMやマス媒体の広告などで見か

ストの削減が図れる。②インタ けるようになったカ人まだまだ

ーネットを利用するため、購入 一般には浸透していないのが現

の時間や場所に制限がなくなる。 状である。 Eコマースとは、受発

③商品とサービスに対してダイ 注業務はもちろん、見積もり、

レクトにアクセスできるので、 納品の確認、請求書の発行など、

より高い利便性を得られる。④ 購買に関わるすべてのプロセス

ウェブ上をカタログ・スペース をインターネット経由で行うこ

に見立てることで、豊富な品揃 とを指す。

えの中から商品を選択できる。 一昔前に流行したEDI（電子デ

⑤商品、サービス、価格がカス ータ交換）をインターネットの

タム化され好みにあった商品を 技術を使って実現するもので、

手に入れることができるの5つで 取引先は端末とブラウザさえあ

ある。 ればウェブに必要な情報を入力

そのうち、最も注目されるの するだけで発注が完了できるた

はコスト削減であるが、コスト め、 Eコマースを「ウェブEDI」

削減を実現する要素としては、 などと呼ぶケースもあるようだ。

①取引伝票や請求書類などこれ ではなぜ、 Bto B型Eコマース

まで紙を媒介していた情報を、 の将来は明るいのか。それは当

すべてデジタル化できるので購 然のことながら、インターネッ

買手続きが簡略化される。②発 トの普及が急速に進展している

注を小口化することで、資材在 からに違いない。インターネッ

庫の圧縮が図れる。③合い見積 トの普及は個人レベルだけでは

もりや入札を簡単に実施し、取 なく、企業レベルでも顕著で、、

引先の自由競争を推進すること その普及率は98年には80.0%に達

で、資材の調達価格を引き下げ した。すでに、インターネット

1.~gh~~~園
ることができるなどが挙げられ はピジネスにおいて不可欠な存

る。 在となっているのだ。

また、インターネットの普及

とともに、新たな接続サービス

も続々と登場している。 ADSL

（非対称型デジタル加入者網）や

ケーブルテレビ回線などの超高

速常時接続サービスは、すでに

一部の地域で開始され、 Eコマー

スを利用するための環境は日々

向上している。

B to B型Eコマースは、
マーケット・プレイス型へ

B to B型Eコマースが浸透しつ

つある米国において、今注目を

集めているのが、マーケット・

プレイス（比較検索市場）型のE

コマースである。

マーケット・プレイスの特徴

は、業界ごとに複数の企業がネ

ットワーク上で取り引きする市

場性にある。購入企業と販売企

業が1対1で取り引きするという

制限がなく、両社とも複数の相

手の中から取引先を選択するこ

とができる。そのため、企業間

競争は激烈を極めるが、結果と

して市場は活性化され、より安

価で、良質な商品やサービスが

開発されることになる。また、

業界ごとにマーケット・プレイ

スが形成されれば、業界に特化

した市場として、集客も促進で

きる。

Forrester Research社の調査によ

ると、 2004年には米国のBto B型

Eコマースの50% （約1兆4,000億

ドル）は、マーケット・プレイ

ス型になると予測されている。

この米国の現状を考えると、

日本国内におけるBto B型のEコ

マースは、マーケット・プレイ

ス型になる可能性が高い。

従来の企業間取引をそのままE

コマースに置き換える方法もあ

るが、購入企業のニーズを考え

ると、さまざまな販売企業が、

商品を仮想空間市場に展示でき

るマーケット・プレイス型のほ

うが、より「場Jとしての評価
は高まるはずで、ある。

日本のEコマースの将来もマー

ケット・プレイス型に進化して

いくのではないだろうか。


